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                                別紙３ 

１ 控訴人Ａの損害 

 控訴人Ａは、本件事故により、頸髄損傷、第５頸椎脱臼の傷害を負い、もっ

て両下肢機能全廃、両上肢機能障害及び神経因性膀胱直腸障害の後遺障害が生

じ、以下のとおり入院治療を経て平成２４年７月１３日に症状固定した（甲

７）。 

①Ｈセンター（大阪府高槻市 a 町ｂ－ｃ） 

入院日数 ２日（平成２２年４月７日～同年４月９日） 

②Ｉ病院（大阪府枚方市ｄ－e－ｆ） 

入院日数 ２２６日（平成２２年４月９日～同年１１月２１日） 

③Ｊセンター（大分県別府市ｇ町ｈ） 

入院日数 ５８３日（平成２２年１２月８日～平成２４年７月１３日。

ただし、うち６１日は一時帰宅） 

※一時帰宅日 

平成２３年 

２月６日～２月１３日（７泊） 

４月２９日～５月８日（９泊） 

８月１２日～８月２１日（９泊） 

１１月２３日～１１月２８日（５泊） 

１２月２８日～平成２４年１月３日（６泊） 

平成２４年 

３月１５日～３月２２日（７泊） 

４月２７日～５月７日（１０泊） 

６月２５日～７月３日（８泊） 

 控訴人Ａは、両下肢機能全廃、両上肢機能障害及び神経因性膀胱直腸障害の

後遺障害（甲７）により、介護者に準備してもらわないと自ら飲食することす
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らできなくなっただけでなく、扉を自ら開閉することもできず、体勢を崩して

横に倒れると自ら起き上がることができないこともある。また、排尿や排便の

感覚を喪失したため自らこれらを制御することができず、トイレに移動する際

に失禁してしまうことが度々ある。排尿する際には膀胱に直接カテーテルを差

し込みその交換をする必要があり、カテーテルを指し込んだ後は３０分ほど血

圧が安定せずめまいに襲われ、就寝している間も失禁の虞があるためカテーテ

ルを差し込んだまま就寝しなければならない。排便する際も薬を服用して調整

しなければならない状態である。さらに、介護者がいないと排便や入浴や更衣

をすることができず、排便と入浴だけでも各２時間近くかかり、体力の消耗が

激しいため入浴は週に２回しかできない等筆舌に尽くしがたい生活を余儀な

くされている。 

 控訴人Ａは、上記傷害及び後遺障害のため以下のとおり合計金２３５，０１

９，９０４円の損害を被った。 

(1) 治療関係費 合計金１，０１７，２５５円 

ア 症状固定までの治療関係費（６８，２５０円） 

Ｈセンター、Ｉ病院及びＪセンターにおける治療費は、以下の費用を除き、

独立行政法人日本スポーツ振興センター若しくは高槻市から支給済みであ

る。 

①Ｉ病院における個室代 ５８，８００円（甲１６の１・２） 

平成２２年４月１５日～同月２２日までの８日間分（１日あたり７，

３５０円） 

控訴人Ａは高熱が続き食欲がなく右腕骨ひびの痛みがあり、心身も衰

弱して不安定な状態であったため、控訴人Ｂが２４時間付き添う必要が

あったため上記期間に限り個室を使用した。 

②Ｎ鍼灸治療院での治療費 ９，４５０円（甲１７） 

イ 症状固定後提訴時までの治療関係費（２６，８３５円） 



 

 - 47 - 

控訴人Ａは、症状固定後も尿路感染を防ぐために通院治療が必要不可欠で

あり、症状固定後提訴時まで以下のとおり合計金２６，８３５円の治療関係

費がかかった。 

①平成２４年７月２０日（甲１８の１・２、甲１９） 

治療費 ５００円 

交通費 ３６０円（自宅からＩ病院までの距離は約１２キロメートルで

あり、自家用車使用の必要性、相当性がある。現在のガソリン

代は１リットルあたり約１５０円であり、１リットルあたり１

０キロメートル走行することを前提にすると、病院までの往復

で３６０円を要する） 

②同年８月１７日（甲２０） 

治療費 ５００円 

ウロバック代 ９４５円 

交通費 １，１６０円（控訴人Ａ及びヘルパー１名の往復バス代） 

経路及び片道料金は以下のとおりである。 

高槻市営バス Ｏ前→高槻駅北 

控訴人Ａ：無料、ヘルパー：通常運賃の半額１００円 

京阪バス ＪＲ高槻→枚方市駅→Ｉ病院 

控訴人Ａ：通常運賃の半額２４０円、ヘルパー：同左 

③同年９月２１日（甲２１） 

治療費 ５００円 

交通費 １，１６０円（②に同じ） 

④同年１０月１９日（甲２２の１・２） 

治療費 ５００円 

ウロバック代 １，８９０円 

交通費 １，１６０円（②に同じ） 
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⑤同年１２月１日（甲６６の１・２） 

 治療費 ５００円（なお、頸髄損傷者は巻き爪を多く発症する） 

 薬代 ３８０円 

⑥同年１２月２１日（甲２３の１～３） 

治療費 ５００円 

ウロバック代 ３，７８０円 

ウロチューブ代 ８，５０５円 

交通費 １，１６０円（②に同じ） 

⑦平成２５年２月１５日（甲６７の１・２） 

 治療費 ５００円 

 ウロバック代 ２，８３５円 

ウ 将来の治療関係費（９２２，１７０円）  

控訴人Ａは、将来にわたっても尿路感染を防ぐために通院治療が必要不可

欠であり、２か月に１度、Ｉ病院へ診察に行かなければならず、その治療費

は１回あたり少なくとも５００円かかる。 

また、交通費として１回あたり１，１６０円（付添ヘルパーとバスを使用）、

ウロバック代として１回あたり９４５円かかる。 

提訴時、控訴人Ａは２０歳で、その平均余命年数は５９年（平成２３年簡

易生命表）であるから、将来の治療費等として合計金９２２，１７０円（算

定式：（５００円＋１，１６０円＋９４５円）×年６回×５９年）かかる。 

なお、提訴後現在まで以下のとおり合計金７０，５０４円の治療関係費が

かかった。 

①同年２月１９日（甲６８の１・２） 

 訪問リハビリ代 ５，１３０円 

②同年２月２５日（甲６９の１・２） 

 治療費 ５００円 
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 入院治療費 ３０，６８０円（排泄機能治療のため入院） 

 交通費 ３６０円（上記イ①に同じ） 

③同年３月８日（甲７０） 

 治療費 ５００円 

④同年３月１２日（甲７１） 

 訪問リハビリ代 ２，１４０円 

⑤同年４月１２日（甲７２の１・２） 

 治療費 ５００円 

 ウロバック代 １，４２５円 

⑥同年４月２４日～平成２８年１１月２日（甲７３の１～３８） 

 治療費 計２３，５７９円 

⑦平成２５年４月２７日（甲７４） 

 訪問リハビリ代 ４，６９０円 

⑧平成２６年３月３１日（甲７５） 

 治療費 ５００円 

⑨平成２８年８月１５日（甲７６） 

 治療費 ５００円 

(2) 入院諸雑費 １，２１６，５００円 

控訴人Ａは、本件事故後、Ｈセンターに２日間（平成２２年４月７日～同

年４月９日）、Ｉ病院に２２６日間（同年４月９日～同年１１月２１日）、

Ｊセンターに５８３日間（同年１２月８日～平成２４年７月１３日）の合計

８１１日間入院した。 

同期間の入院諸雑費は１日あたり１，５００円として合計で１，２１６，

５００円となる。 

(3) 付添看護費 合計金２，１９０，５００円 

①入院付添看護費（１，５６６，５００円） 
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控訴人Ｂらは、Ｈセンターでは２日間（平成２２年４月７日～同年４月

９日）、Ｉ病院では２２６日間（同年４月９日～同年１１月２１日）、Ｊ

センターでは１３日間（同年１２月８日～平成２４年７月１３日までの５

８３日間のうち１３日間：平成２２年１２月８日・９日、１２月３１日～

平成２３年１月３日、３月１９日、３月２０日、９月３０日、１０月１日、

１０月１８日～１０月２０日）の合計２４１日間、付添介護をした。 

本件事故により控訴人Ａが重篤な障害を負った状況に加え、控訴人Ａが

本件事故当時１７歳という若年であったことに鑑みれば、控訴人Ａの入院

治療には家族の介護が必要であったことは明らかであり、近親者の入院期

間中の付添介護費は１日あたり６，５００円として合計で１，５６６，５

００円（算定式：６，５００円×２４１日間）となる。 

②自宅付添看護費（６２４，０００円） 

控訴人Ｂらは、Ｉ病院を退院した平成２２年１１月２１日からＪセンタ

ーに入院する前日の同年１２月７日までの１７日間及びＪセンター入院中

に一時帰宅した６１日間の合計７８日間、自宅で付添介護をした。 

控訴人Ａが重篤な障害を負った状況やその年齢に鑑みれば、近親者の自

宅療養中の付添介護費は１日あたり８，０００円として合計で６２４，０

００円（算定式：８，０００円×７８日間）となる。 

(4) 交通費等 合計金１，１２０，６４１円 

ア Ｉ病院での付添看護にかかった交通費等（１９２，３６０円。甲１９、

甲２４） 

控訴人Ｂらは、Ｉ病院で２２６日間、付添看護をした。 

前述したように、自家用車使用の必要性、相当性があり、病院までの往

復で３６０円を要することから付添看護にかかった交通費は２２６日間の

合計で８１，３６０円となる。 

また、同病院の駐車場代として訴状別紙駐車場代目録記載のとおり合計
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で１１１，０００円かかった。 

イ Ｊセンターでの付添看護にかかった交通費等（５４１，６１１円。甲２

５～甲２９） 

控訴人Ｂらは、Ｊセンターでは前述のとおり１３日間付添介護し、その

交通費等として合計で５４１，６１１円かかった。 

ウ 控訴人Ａが一時帰宅及び退院した際にかかった交通費（２９８，９５０

円。甲３０～甲３４） 

控訴人ＡがＪセンター入院期間中に大阪府高槻市の自宅へ一時帰宅した

際及び退院した際の交通費として訴状別紙交通費目録記載のとおり合計で

２９８，９５０円かかった。 

エ 弁護士の交通費等 ８７，７２０円（甲３５） 

控訴人は、現場調査や関係者との面談等のため弁護士の交通費等として 

８７，７２０円かかった。 

(5) 将来の介護費 ８２，９０９，０２０円 

控訴人Ａは、両下肢機能全廃、両上肢機能障害及び神経因性膀胱直腸障害

の後遺障害により、前述した筆舌に尽くしがたい生活を余儀なくされている。 

控訴人Ａは、将来、日常生活を過ごすために常時介護が必要であり、その

介護費は１日あたり１２，０００円を下らない。 

１年分の介護費４，３８０，０００円（１２，０００円×３６５日）に症

状固定日における控訴人Ａの年齢である１９歳男子の平均余命年数（６０年。

平成２３年簡易生命表）に対応するライプニッツ係数である１８．９２９を

乗じると将来の介護費は８２，９０９，０２０円となる。 

(6) 装具及び器具購入費等 合計金１，５５７，２６５円 

①車いす ７９２，１４８円 

３９８，２８１円（付属品代込み）のうち、１５７，９８１円は高槻市

より支給されたため、自己負担金は２４０，３００円であった（甲３６の
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１・２）。 

車いすは症状固定後の控訴人Ａにとって日常生活に必要な福祉器具であ

る。その耐用年数を７年とすると、症状固定時の平均余命年数は６０年（平

成２３年簡易生命表）であるから、８回買い替える（合計９回購入）こと

になり、この場合の買替係数は３．２９６５となる。 

将来にわたる車いすの費用を算出すると７９２，１４８円（算定式：２

４０，３００円×３．２９６５）となる。 

②車いす用グローブ ２３４，４９８円 

車いす用グローブの購入費として３７，１７０円（３個分。甲３７の１

・２）かかった。なお、１個あたりの価格は１２，３９０円であった。 

車いす用グローブは車いす同様、症状固定後の控訴人Ａにとって日常生

活に必要な福祉器具である。その耐用年数を１年とすると、症状固定時の

平均余命年数は６０年（平成２３年簡易生命表）であるから、５９回買い

替える（合計６０回購入）ことになり、この場合の買替係数は１８．９２

６４となる。 

将来にわたる車いす用グローブの費用を算出すると２３４，４９８円（算

定式：１２，３９０円×１８．９２６４）となる。 

なお、提訴後現在までで既に合計金６３，２８６円のグローブ修理代等

がかかっている（甲７７の１～１５）。 

③ベッド ３４７，６１５円 

２７９，０５０円（付属品代込み）のうち、１７３，６００円は高槻市

より支給されたため、自己負担金は１０５，４５０円であった（甲３８）。 

①同様に算定すると、将来にわたるベッドの費用は３４７，６１５円（算

定式：１０５，４５０円×３．２９６５）となる。 

④その他 以下の装具及び器具の購入費として合計で１８３，００４円（お

むつ代は除く）かかった。 
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バルーンホルダー    １０，０００円（甲３９） 

トランスボード     ２４，０００円（甲４０） 

筆記自助具        ２，８００円（甲４１） 

体圧分散寝具マットレス  ２０，３５５円（甲４２） 

レンタルマット     １８，０００円（甲４３） 

レッグパック       ３，４１２円（甲４４） 

玄関スロープ      ３２，８００円（甲４５） 

カスタネットはさみ    １，３６５円（甲４６） 

洋服加工代       １５，２００円（甲４７） 

風呂背もたれ      ３０，０００円（甲４８） 

なお、提訴後現在までさらに以下の費用も発生した。 

  寝具代 ５００円 

車椅子空気入れ ３，６００円（甲７９） 

洋服加工代 ２０，９７２円（甲８０の１～３） 

    その他、領収書はないが、事故直後からおむつ代として２か月に１回の割

合で１，２２８円がかかっている。 

(7) 家屋及び駐車場の改造費 合計金５，４６４，５５２円 

控訴人Ａは、本件事故による傷害及び後遺障害により車いすでの生活を余

儀なくされ、自宅を改造しなければ車いすで自宅に入ることや自宅内を車い

すで移動することが困難な環境であった。また、控訴人Ａは、体温調節が出

来なくなったため室内の温度を一定にしなければならないが、自宅には部屋

の温度を一定にするため設備が備わっていなかったうえ、風呂場やトイレに

ついては控訴人Ａが使用できない環境であった。 

さらに、駐車場についても傾斜があるため改造しなければ控訴人Ａが自ら

自動車に乗り入れすることができない環境にあった。 

このように療養環境を整備し控訴人Ａが自宅で生活するために玄関、居室、
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風呂場等の家屋及び駐車場を改造する必要があり、その改造費として合計で

５，４６４，５５２円かかった。 

ア 家屋 

自宅改造費として６，４２５，０００円（甲４９の１・２）のうち、１，

４２４，２００円は高槻市等から支給されたため、自己負担金は５，００

０，８００円であった。 

部屋の温度を一定にするため必要となるエアコン設置費用として２７

８，５５０円（設置工事代込み）かかった（甲５０の１・２）。 

また、座薬を入れる際や排便の様子を確認するために必要となるトイレ

用カメラ装置モニター設置費用として４２，５２５円かかった（甲５１）。 

なお、提訴後現在までにトイレ用カメラ装置モニターの修理費用として

６，９１２円が発生した（甲８１の１・２）。 

イ 駐車場 

提訴時は駐車場改造費として６６７，１７０円を見積もっていたが（甲

５２）、屋根の取り付けが自宅建物の構造上困難となったため、最終的に

は１３５，７６５円（振込手数料含）となった（甲８２の１～３）。 

(8) 自動車購入費・改造費 １２，３３１，３１６円 

控訴人Ａは、体温調節が出来なくなったため温度を一定にする必要があり、

また、自ら排尿や排便を制御することが出来なくなったため、控訴人Ａが移

動するには車いすのまま乗れる自動車が必要不可欠であった。 

自動車を購入し、その購入費として２，６８５，３００円かかった（甲５

３の１～３）。 

また、将来、控訴人Ａが生活していくためには自ら運転できる自動車が必

要不可欠であり、その改造費として１，０５５，４３０円かかる（甲５４の

１～３）。 

このように自動車改造費として３，７４０，７３０円、その耐用年数を７
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年とすると、症状固定時の平均余命年数は６０年（平成２３年簡易生命表）

であるから、８回買い替えることになる。 

前述した(6)の①・③同様に算定すると、将来にわたる自動車購入費・改造

費は１２，３３１，３１６円(算定式：３，７４０，７３０円×３．２９６５）

となる。 

(9) 文書料 ３６，３００円 

本件事故によって生じた傷害及び後遺障害に関する文書料として合計で３

６，３００円かかった（甲５５）。 

(10) 逸失利益 ９９，１８９，９１０円 

控訴人Ａは、本件事故によって頸髄損傷及び第５頸椎脱臼の傷害を負った

結果、両下肢機能全廃、両上肢機能障害及び神経因性膀胱直腸障害の後遺障

害が生じ、常に介護を要する状態にある。かかる控訴人Ａの後遺障害は、自

賠責後遺障害別等級表の別表第一における第１級に相当するものであり、逸

失利益算定の基礎となる労働能力喪失率は１００パーセントである。 

そして、控訴人Ａは、症状固定時、満１９歳の男子であり、将来、大学へ

の進学を希望していることから、逸失利益の算定にあたっては、平成２３年

（平成２４年の賃金センサスが未発表のため平成２３年の数値で暫定計算）

大卒男子労働者全年齢平均賃金年収額給与額である６，４６０，２００円を、

１９歳から６７歳（平均稼働年齢）までの４８年間に相当するライプニッツ

係数（１８．０７７）から、１９歳から２２歳（大卒者の就労可能年齢）ま

での３年間に相当するライプニッツ係数（２．７２３）を控除した１５．３

５４を乗じた金額を基礎として、これに前記労働能力喪失率を乗じて計算す

ると、本件事故と相当因果関係のある控訴人Ａの逸失利益は９９，１８９，

９１０円となる。 

(11) 入院慰謝料 ４，１９９，０００円 

控訴人Ａは、本件事故により８１１日（Ｈセンターに２日、Ｉ病院に７ヶ
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月と１２日、Ｊセンターに１９ヶ月と５日）という長期間にわたる入院治療

を受けざるを得なくなり、Ｊセンターに入院中はそれまで同居していた家族

と離れ一人で治療にあたっていたのであり、重篤な後遺障害から鑑みても、

入院期間中の精神的苦痛は筆舌に尽くしがたいものであった。その精神的苦

痛を慰謝する入院慰謝料は４，１９９，０００円（大阪弁護士会交通事故委

員会発行の「交通事故損害賠償額算定のしおり」における入通院慰謝料別表

平成１７年基準重傷に基づき入院期間を２６ヶ月と１９日として算定）を下

らない。 

(12) 後遺障害慰謝料 ４０，０００，０００円  

本件事故によって生じた控訴人Ａの後遺障害は前述したとおり常に介護

を要し、自賠責後遺障害別等級表の別表第一における第１級に相当するもの

である。また、前述したように、控訴人Ａは、日常生活においても、介護者

に準備してもらわないと自ら飲食することすらできなくなり、排尿や排便の

感覚を喪失したため自らこれらを制御することができず、トイレに移動する

際に失禁してしまうことが度々あるばかりか、思春期の多感な時期に母親で

ある控訴人Ｂらに下の世話をしてもらう精神的苦痛は筆舌に尽くしがたい。

また、就寝している間も失禁の虞があるためカテーテルを差し込んだまま就

寝しなければならず、排便と入浴だけでも各２時間近くかかり、冷暖房が完

備された場所以外に出向くこともままなくなり、バリアフリーの非常に限ら

れた空間でしか生活できなくなる等極めて過酷な生活を余儀なくされてい

る。また、将来の結婚にも大きな障害となる。 

控訴人Ａのおかれたこの想像を絶するような状況に鑑みればその精神的

苦痛に対する慰謝料は４０，０００，０００円を下らない。 

(13) 予備校代等 １２２，２００円 

控訴人Ａは上に見たように、排尿や排便を自ら制御することができず無意

識に尿や便が漏れる状態であることから適切な介護者の付添無くして学校
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生活を送ることは不可能な状態であるうえ、Ｅ高校には控訴人Ａが使用でき

るトイレ設備も整備されておらず、復学には設備的にも人的環境面からも困

難があった。 

そこで、大学進学を強く望む控訴人Ａとしては高卒認定試験に向け補習が

必要であり、その予備校代として１０５，２００円（甲５６）、また、以下

の経路で通った交通費として１７，０００円（算定式：片道３４０円×２×

全２５回）かかった。  

片道料金（控訴人Ａとヘルパーを合わせ３４０円） 

高槻市営バス Ｏ前→高槻駅北 

控訴人Ａ：無料、ヘルパー：通常運賃の半額１００円 

電車（ＪＲ） 高槻駅→大阪駅 

控訴人Ａ：通常運賃の半額１２０円、ヘルパー：同左 

(14) 障害見舞金 

    平成２４年１０月２４日、独立行政法人日本スポーツ振興センターより 

障害見舞金として３７，７００，０００円が支給された。 

(15) 弁護士費用 ２１，３６５，４４５円 

以上に見た(1)～(13)の損害額は合計２５１，３５４，４５９円となり、

（14）の障害見舞金３７，７００，０００円を控除した金２１３，６５４，

４５９円に照らすと本件事故と相当因果関係がある控訴人Ａの弁護士費用

は２１，３６５，４４５円となる。 

(16) 小活 

以上のとおり、控訴人Ａの損害額は、上に見た(1)～(13)及び(15)の合計

額（２７２，７１９，９０４円）から(14)の障害見舞金（３７，７００，０

００円）を控除した２３５，０１９，９０４円となる。 

２ 控訴人Ｂの損害 ５，５００，０００円 

(1) 慰謝料 ５，０００，０００円 
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控訴人Ｂは、最愛の息子である控訴人Ａが本件事故で重大な後遺障害を抱

えるに至り、前述したような筆舌に尽くしがたい生活を送る様子を目の当た

りにし、出来ることであれば自分の身体と交換したいと思い続けるほど嘆き

悲しんでいるばかりでなく、夫Ｐが平成２４年９月１日に他界し、控訴人Ａ

の介護について中心的役割を担っている自分がいなくなった後の控訴人Ａの

将来に強い心配を抱えていることに鑑みれば、その生命侵害にも比肩し得べ

き重大な精神的苦痛を被ったといえ、またこれまでの被控訴人の対応や主張

態度を考え合わせれば、その精神的苦痛に対する慰謝料は５，０００，００

０円を下らない。 

なお、控訴人Ａ・控訴人Ｃ・控訴人Ｄの父親であり、また、控訴人Ｂの夫

にあたるＰは、本件事故後の平成２４年９月１日に亡くなったが（甲１）、

控訴人らは相続人として同人の慰謝料についても相続する立場にあることも

付言しておく。 

(2) 弁護士費用 ５００，０００円 

上記慰謝料額等に照らすと本件事故と相当因果関係がある控訴人Ｂの弁護

士費用は５００，０００円が相当である。 

３ 控訴人Ｃ及び控訴人Ｄの損害 各３，３００，０００円 

(1) 慰謝料 ３，０００，０００円 

控訴人Ｃ及び控訴人Ｄも、最愛の弟である控訴人Ａが本件事故により筆舌

に尽くしがたい生活を送ることを余儀なくされた様子を目の当たりにし、控

訴人Ａの将来に強い心配を抱えているのみならず、控訴人Ｂの後、自らが将

来にわたり控訴人Ａの介護を担っていくことへの不安は計り知れない。かか

る状況に鑑みれば、控訴人Ｃ及び控訴人Ｄも控訴人Ｂ同様にその生命侵害に

も比肩し得べき重大な精神的苦痛を被ったといえ、またこれまでの被控訴人

の対応や主張態度を考え合わせれば、その精神的苦痛に対する慰謝料は各々

３，０００，０００円を下らない（甲６４、甲６５）。 
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(2) 弁護士費用 ３００，０００円 

上記慰謝料額等に照らすと本件事故と相当因果関係がある控訴人Ｃ及び控

訴人Ｄの弁護士費用は各３００，０００円が相当である。 


